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活力ある地域社会の実現に向けた情報通信基盤と 

利活用の在り方に関する懇談会（第６回） 

議事録 

 

１ 開催日時及び場所 

 令和６年４月２４日 水曜日 １０：００～１１：５９ 

オンライン 

  

２ 出席構成員（敬称略） 

浦田構成員、黄瀬構成員、國領座長、越塚構成員、小林構成員、坂本構成員、島田構成員、

庄司構成員、関構成員、前田構成員 

  

３ 総務省 

田邊情報通信政策課長、佐々木地域通信振興課長、内田デジタル経済推進室長、金子情報

通信政策課統括補佐、前田地域通信政策課課長補佐、井上サイバーセキュリティ統括官付

参事官補佐、河合サイバーセキュリティ統括官付参事官補佐 他 

 

４ 議事 

（１）「地域におけるデジタル技術の利活用を支えるデジタル基盤の利用環境の在り方ワ

ーキンググループ」とりまとめ報告 

（２）ＩＣＴサイバーセキュリティ政策分科会からの報告 

（３）取りまとめ骨子（案） 

（４）意見交換 

 

○金子統括補佐  それでは、定刻となりましたので、これより、活力ある地域社会の実

現に向けた情報通信基盤と利活用の在り方に関する懇談会第６回会合を開催させていただ

きます。 

 構成員、オブザーバーの皆様におかれましては、本日もお忙しいところを御参加いただ

きまして、ありがとうございます。事務局を務めさせていただきます総務省情報通信政策

課の金子です。どうぞよろしくお願いいたします。 
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 本日もＷｅｂｅｘでのオンライン開催とさせていただいております。構成員、オブザー

バー、傍聴者の皆様におかれましては、事前にお送りしている議事進行に関するお願いを

御参照いただければと思います。 

 また、本日の会議は議事録作成のため録画させていただいておりますので、あらかじめ

御承知おきください。 

 本日は、大谷構成員、砂田構成員、中尾構成員、森川構成員が御欠席と伺っております。 

 まず初めに、お配りした資料について確認させていただきます。本日、使用する資料に

ついては、資料６－１から６－３の計３点でございます。このうち資料６－２につきまし

ては、一部のスライドについて構成員限りの取扱いとさせていただいておりますので、御

了承いただければと思います。それ以外の資料をお持ちでない方がいらっしゃいましたら、

その旨、事務局までお申しつけいただければと思います。 

 それでは、以降の議事進行は國領先生にお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願

いいたします。 

○國領座長  皆様、お忙しい中、ありがとうございます。座長、國領です。 

 早速ですけれども、議題に入らせていただきます。まず、２の（１）「『地域における

デジタル技術の利活用を支えるデジタル基盤の利用環境の在り方ワーキンググループ』と

りまとめ」の報告を事務局よりお願いしたいと思います。 

 本取りまとめに関する質疑応答については事務局報告後に行いますので、どうぞよろし

くお願いします。それでは、説明をお願いします。 

○事務局（内田）  総務省デジタル経済推進室長の内田と申します。 

 それでは、資料６－１に基づきまして、ワーキンググループの取りまとめについて御報

告いたします。 

 まず１枚おめくりいただきまして、検討のスコープでございます。 

 ２ページ目を御覧いただければと思いますが、こちらは第１回の資料からの抜粋となっ

ております。大きく４つの仮説に基づきまして検討を進めてまいりましたが、そのうちの

一番左、利用者端末までをつなぐ利用環境というところに対して集中的に議論するという

ことで、ワーキンググループの検討を行ってまいりました。 

 ３ページ目を御覧ください。その中で、地域における通信・放送サービスの利用実態を

踏まえた利用環境整備の方向性ということで、検討の論点として３つ挙げてございますが、

地域におけるエンド・ツー・エンド（利用者端末を含む）の通信・放送サービスの利用環
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境整備の方向性、２つ目がユースケースごとに求められる通信環境整備の在り方、そして

超大容量・超低遅延・低消費電力の実現に資する新たな通信ネットワークの将来的な方向

性ということを議論してまいりました。 

 ４ページ目を御覧いただければと思います。その中で、ワーキンググループの検討事項

ということで大きく３つ、（１）デジタルを活用した地域課題解決のユースケースごとに

求められる非居住地域を中心とした利用環境整備の在り方、（２）地域におけるデジタル

技術の利活用を支えるデジタル基盤の利用環境の実態を踏まえた利用者端末を含むエン

ド・ツー・エンドの利用環境整備の方向性、（３）地域におけるデジタル技術の利活用を

支えるデジタル基盤を含む利用環境の維持・更改の方向性、（４）としまして、これまで

の（１）、（２）、（３）の推進に向けた官民の役割分担、重点分野及び支援策の在り方

等ということについて議論してまいりました。 

 ５ページ目以降は各論点についての説明になりますが、細かくなりますので割愛させて

いただきます。 

 １２ページまで進んでいただければと思います。検討事項の全体像ということで、イメ

ージ図を掲載しております。大きく居住地域と非居住地域に分けて検討を進めてきており

まして、左側、非居住地域におきましては、ユースケースごとに求められる利用環境整備

の在り方ということで検討を行っております。右側、居住地域におきましては、利用者端

末を含むエンド・ツー・エンドの利用環境整備の方向性ということで整理しております。 

 １枚めくっていただきまして、２「現状と課題」でございます。 

 １４ページを御覧いただければと思います。（１）といたしまして、我が国のブロード

バンドの整備状況ということで、光ファイバ及び５Ｇの整備状況について掲載しておりま

す。総務省では、令和４年３月に策定された「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」

に沿って、固定ブロードバンド、ワイヤレス・ＩｏＴインフラ、そしてデータセンター／

海底ケーブルなどのデジタル基盤の整備等に関する取組が進められてきております。 

 １５ページ目を御覧いただければと思います。（２）社会インフラとしての情報通信イ

ンフラの重要性の増大ということで、左側は、我が国のトラヒックの現状ということで掲

載しておりますが、我が国のインターネットトラヒックは、年平均２割増のペースで増加

していると。今後のトラヒック需要は、２０２０年比で２０３０年には約１８倍、２０４

０年までには約３０９倍まで爆発的に増加するシナリオもある。さらに、利用用途という

ことにおきましても、動画視聴やＳＮＳ等の個人利用に加えまして、モビリティ、メタバ
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ース、Ｍ２Ｍ通信等の産業用途を中心にユースケースが拡大し、あらゆる分野でデジタル

技術が不可欠になるということが見込まれております。そのような中で、Ｓｏｃｉｅｔｙ

５.０の社会インフラとして、情報通信インフラの重要性といったものがますます増大す

るというふうに整理しております。 

 １６ページ目です。（３）情報通信利用環境に関する都市部と地方部の地域格差という

ことで、人口減少や少子高齢化が急速に進むに伴い、地方におけるデジタル活用の促進や

情報通信インフラの維持が課題となる中、情報通信の利用環境について、都市部と地方部

の地域格差も指摘されている。 

 下に、総務省が実施したアンケート調査を掲載しておりますけれども、企業向け、住民

向けともに、通信環境の充実度につきましては、他の地域と比べて格差があると感じる割

合は、都市部よりも地方部のほうが高い傾向にあるということが見えてきております。 

 １７ページ目です。（４）としまして、情報通信利用環境に関する課題の全体像という

ことで、この議論におきましては大きく２つに課題を大別しております。①が、非居住地

域を中心とした産業・公共等様々な用途のための情報通信利用環境。２つ目が、キャリア

ネットワークから利用者端末までのラスト・ワンマイルの情報通信利用環境でございます。 

 １８ページ目です。（４）としまして、まず１つ目の、主に非居住地域を中心とした情

報通信利用環境の課題でございます。全国の企業及び地方公共団体へのヒアリング調査に

よりますと、非居住地域の課題は大きく３つに分類できるかというふうに整理しておりま

す。１つ目が、電波環境が悪いため低速で不安定であるということ。２つ目が、エリアが

カバーされていないということ。３つ目が、設備の老朽化及び、それに伴う容量／スペッ

ク不足ということでございます。また、ＢＷＡやＬＰＷＡサービスを導入したいと思って

いても、地域で提供する事業者が出てこないという課題も指摘されております。 

 １９ページ目です。先ほどの傾向につきまして、企業向けアンケート結果で裏づけもさ

れているというところで、企業向けアンケート調査の結果においても、設備の老朽化とそ

れに伴う容量／スペック不足を課題とするという回答が多かったところでございます。 

 ２０ページ目でございます。（４）の②としまして、もう一つのテーマ、ラスト・ワン

マイルの情報通信利用環境の課題でございます。全国の企業及び地方公共団体へのヒアリ

ング調査並びに住民アンケート調査の結果によりますと、ラスト・ワンマイルの課題につ

きましては、おおむね設備の老朽化に伴う容量／スペック不足を原因としておりまして、

維持・更改に係る費用を負担できないというためにそのままにされているという事例が多
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いと整理しております。なお、学校における課題におきましては、ＧＩＧＡスクール構想

の推進に当たっての特有の事情が見られるということで、学校の課題につきましては大き

な傾向には当てはまらないというふうに整理しております。 

 ２１ページ目です。こちらも地方公共団体向けアンケートを実施しておりますが、その

結果から、やはり資金不足によって、設備の老朽化とそれに伴う容量／スペック不足とい

うことがリスクというふうに整理しております。 

 ２２ページ目です。デジタル基盤の維持・管理に関する課題ということで、地理的情報

格差の解消のために整備された公設の光ファイバ網等についても、老朽化の課題が顕在化

し始めていると。中長期的な維持・管理の検討に当たっては、人口減少に伴う収入減の影

響も考慮する必要があるというふうに整理しております。 

 ２３ページ目です。こちらからテーマに入ってまいりますが、（５）先進的ソリューシ

ョンを実現する「デジタル基盤」の特徴ということで、各地域のＤＸ事例を分析してまい

りますと、先進的ソリューションを実現する「デジタル基盤」には大きく２つの特徴があ

るであろうというふうに整理しております。①が、各産業のユースケースごとに、求めら

れる通信ネットワークが異なる。②といたしまして、単にシステムと端末とをつなぐだけ

ではなく、データ連携基盤やＡＩといった共通機能を活用しているということでございま

す。こちら、５件の例を挙げておりますが、いずれもワーキンググループでプレゼンテー

ションをいただいたものとなっております。 

 ２４ページ目に、参考としまして、ＡＩ等先端技術の活用状況ということでグラフを掲

載しております。左側は国際比較、右側は企業向けアンケートの結果となっておりまして、

まだ十分に進んでいない、特に中小企業では導入・利用に向けた意向や意識もないという

結果が見えております。 

 ２５ページ目です。（６）としまして、新しい通信技術の可能性ということで、オール

光ネットワークや非地上系ネットワークの新技術・新サービスの計画が始まっている。特

に能登半島地震では、衛星インターネットサービスが、避難所等における通信確保に大き

な役割を果たしたというふうに整理しております。 

 次からが、３としまして、対応の方向性でございます。 

 ２７ページ目を御覧いただければと思います。課題の全体像ということで、これまでに

説明してきたものを簡単に図式化しております。多くの地域が通信設備の老朽化等に直面

しており、維持管理に関する課題を感じている。また、通信ネットワークの容量・スペッ
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ク不足等により、デジタル技術の実装が進まない事例がある。他方で、オール光ネットワ

ークや非地上系ネットワーク等の新しい通信技術の実用化が進められており、これら新し

い通信技術が、これまで解決できなかった地域課題を解決する可能性がある。また、単に

システムと端末とをつなぐだけではなく、データ連携基盤やＡＩ、メタバース・デジタル

ツイン・ＸＲ等の共通機能を活用することで、先進的なソリューションを実現するという

事例が出てきております。 

 その次からが、具体的な対応の方向性となってまいります。２９ページ目を御覧いただ

ければと思います。まず、「デジタル基盤」の考え方ということで、これまでデジタル基

盤といった場合には、主に通信ネットワークと、それに接続して使用されるデバイスと捉

えられることが多かった。しかしながら、先進的ソリューションの実現のためには、デー

タ連携基盤やＡＩ等の共通機能が不可欠になりつつあることを踏まえて、従来よりも「デ

ジタル基盤」を広く捉え、一体的に整備を推進することが必要である。その際には、地域

ニーズ・課題解決といったことを起点として、最適な組合せを選択できるようにすべきで

あるというふうに整理しております。 

 ３０ページ目です。②としまして、ユースケースに応じた利用環境整備ということで、

各産業のユースケースごとに、デジタル基盤に求められる要件・機能等が異なる一方、同

一産業内の類似ユースケースの間には大きな違いは見られない。下は一応、イメージとし

まして、農業と医療といったことをイメージ図にしておりますが、地域のデジタル基盤と

して、その実装を促進するためには、協調領域と競争領域とを区別した上で、協調領域に

おいてユースケースに応じた最適な組合せを検証し、その「標準モデル」を提示すること

が有効と考えられる。なお、デジタル技術の進化の速さを踏まえ、古いモデルが残り続け

ることがないよう、更新方法も含め、検討する必要があるというふうに整理しております。 

 ３１ページ目です。同じくユースケースに応じた利用環境整備ということで、デジタル

基盤の効率的・合理的な維持管理といった観点から、整備されるデジタル基盤は１つの用

途のみで活用するのではなく、複数の用途で共同利用するなど、多面的に活用していくと

いうことが重要である。その際には、デジタル基盤を機能で分解し、共同利用可能な機能

のみを共有するということも有効と考えられると整理しております。 

 ３２ページ目ですけれども、御参考としまして、デジタル庁のサービスカタログ／モデ

ル仕様書について概要を掲載しております。 

 次に３３ページ目でございます。③といたしまして、支援すべき重点分野でございます。
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急激な人口減少社会に対応するため、デジタルを最大限に活用して公共サービス等の維持・

強化と地域経済活性化を図るというデジタル行財政改革の趣旨を踏まえまして、大きく３

つ、①マクロ課題が顕在化し、ＤＸの地域ニーズが高い、②ＤＸによる効果が大きい、③

公共・準公共サービスの維持・強化または地域経済の活性化に資するという取組を中心に

支援すべきであるとされております。この基準に照らした場合、「防災」、「モビリティ」、

「地場産業の振興」に資するユースケースは、とりわけ支援対象として有力と考えられる。

その他、「健康・医療・介護」等の準公共分野についても、国民生活に密接に関連し、地

域経済を支える上で重要な分野であるため、継続的に状況を注視し、必要な対応策につい

て検討を深めるべきであるという形で整理しております。 

 ３４ページ目です。④といたしまして、先端技術の積極的な活用です。ＡＩ、メタバー

ス・デジタルツイン・ＸＲ、サイバーフィジカルシステム等は、農産物の自動管理、災害

対策、モビリティ領域での利活用など、幅広い分野のＤＸにおいて不可欠な共通機能とな

りつつある。各ユースケースに応じて、このような先端技術の活用モデルを検証・確立す

ることによって、より効果的にＤＸを推進することが可能になるものと考えられると整理

しております。下３つはそれぞれ、ＡＩ、デジタルツイン、ＣＰＳの活用事例でございま

す。 

 ここまでが、（１）の関係でございます。次から（２）エンド・ツー・エンドの関係に

なってまいります。 

 ３６ページ目を御覧いただければと思います。まず、①といたしまして、社会機能の維

持・発展のためのＤＸの必要性でございます。従来の方法では採算が取れずに継続が困難

なサービス／システムであっても、ＤＸによる効率化・合理化によって維持・発展するこ

とが期待できる。人口減少等が進展する中であっても社会機能を維持・発展させ、地域住

民の生活を支えるというためには、ＤＸが必須であると整理しております。 

 ３７ページ目、②といたしまして、国がデジタル基盤の整備・更改を支援すべき領域の

考え方でございます。社会機能の維持・発展に不可欠なものとしては、「社会資本」を起

点に考えることが妥当であろう。その中でも、情報通信の利用環境が整っていないという

ことが原因でＤＸが進められず、「社会資本」が本来提供すべきサービスを提供できない

というような場合には、そのデジタル基盤の整備・更改について国が支援すべきであると

しております。右側が、主な社会資本の例でございます。御参照いただければと思います。 

 ３８ページ目が、参考といたしまして、情報通信の利用環境が整っていないことが原因
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でＤＸが進められず、「社会資本」が本来提供すべきサービスを提供できないような場合

の例ということで、アンケート調査の結果を掲載しております。 

 ３９ページ目でございます。③といたしまして、利用環境維持のための官民の役割分担

でございます。社会機能の維持に不可欠な社会資本等であっても、ランニング費用を措置

できる見込みがないために、デジタル基盤の整備・更改に踏み切れないという事例がある。

このため、そのデジタル基盤が整備・更改されないために、社会資本が本来提供すべきサ

ービスを提供できないというような場合には、当該デジタル基盤のランニング費用につい

て、国が一定期間支援することも検討すべきであるとしております。下に書いてあるのは、

ランニング費用を支援している国の施策ということで、事例の掲載をしております。 

 最後、（３）その他でございます。 

 ４１ページ目を御覧いただければと思います。新たな通信技術等の活用策の検討という

ことで、低遅延、大容量及び低消費電力を実現するオール光ネットワーク、あるいは、山

岳部や離島等の条件不利地域で安定したインターネット環境の構築が可能となるＨＡＰＳ

等の非地上系ネットワークの新たな通信技術が、これまで解決できなかった地域課題を解

決する可能性がある。このような新たな通信技術の地域における実装も見据えつつ、ＩＸ

やデータセンター等の地方分散等も含む新たなインフラコンセプトについて、引き続き検

討を進めるべきとしてございます。 

 駆け足になりましたが、取りまとめの概要は以上でございます。 

○國領座長  ありがとうございました。 

 それでは、今の御報告について、質問、御意見を伺いたいのですが、時間の配分の都合

上、ここでの御質問は事実関係の確認のようなところに限らせていただいて、包括的な議

論については最後のところでさせていただけたらと思いますが、いかがでしょうか。 

 よろしいですか。私は手が挙がっているように見えないのですが、よろしければ、非常

に網羅的な御検討をいただいたことをワーキンググループの皆さんに感謝したいと思いま

す。 

 それでは、失礼しまして、議題２、（２）として、ＩＣＴサイバーセキュリティ政策分

科会からの御報告を、総務省サイバーセキュリティ統括官室、国立研究開発法人情報通信

研究機構（ＮＩＣＴ）サイバーセキュリティ研究所ナショナルサイバートレーニングセン

ター、群馬県中之条町の皆様よりお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

○総務省（井上参事官補佐）  サイバーセキュリティ統括官室で参事官補佐をしており
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ます井上です。本日はこのような機会をいただきましてありがとうございます。 

 本懇談会においても、地域のデジタル人材の育成のトピックの中で、サイバーセキュリ

ティの確保が重要だと議論されているところ、本日は関連するサイバーセキュリティ分野

における検討、取組について御紹介させていただきます 

 ２ページ目を御覧いただけますでしょうか。総務省においては、情報通信分野において

総務省が取り組むべきサイバーセキュリティ施策について御議論いただく場として、サイ

バーセキュリティタスクフォースというものを開催してまいりました。総務省が所管する

重要インフラ事業者等の中には自治体も含まれ、地域ＤＸの推進という大きな流れの中で

は、インシデントが発生したときだけではなく、地域ＤＸの設計・開発の段階からセキュ

リティについて意識していただくことは重要であり、状況に応じた人材育成、普及啓発を

考えていく必要があります。そういったものを主な検討事項の中に盛り込んだ上で、総務

省が中長期的に取り組むべきサイバーセキュリティ施策の方向性についての議論を行って

いただく場として、ＩＣＴサイバーセキュリティ政策分科会を本年２月に立ち上げまして、

議論いただいているところになります。 

 次のページをお願いいたします。今お示ししている資料が、これまでの検討状況をまと

めたものになります。「地域におけるサイバーセキュリティ対策の取組について」をテー

マにして先月開催し、自治体の皆様に多く御参加いただいている人材育成の取組として、

ＮＩＣＴのサイバーセキュリティの知見を活用した実践型サイバー防御演習「ＣＹＤＥＲ」

の取組や、地域に根づいたセキュリティコミュニティの活動を支援することで、地域のセ

キュリティ意識あるいは知識の底上げを図る取組である地域ＳＥＣＵＮＩＴＹといった取

組について、実際に参画されている方々から御発表いただいたところでございます。構成

員の皆様からは、こういった取組を継続的に行っていくことが必要であるといった御意見

や、特に自治体については、人事異動が頻繁に起き、また、クラウド移行など自治体を取

り巻く状況がドラスチックに変わっている渦中にあり、要所でこういったＣＹＤＥＲの演

習などを活用していただくことが非常に重要であるといった御意見をいただいているとこ

ろでございます。地域のデジタル人材の育成は、こちらの懇談会の中でも議論されている

ところだと思いますけれども、こちらを進めていくに当たっては、こうした取組と連携し

ていくことが効果的に進めるに当たって非常に重要なのではないかと考えてございます。 

 次のページをお願いいたします。本日は、この人材育成の取組について、より皆様に立

体的に御理解いただくために、人材育成の場を提供しているＮＩＣＴ、また、それを実際
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に利用していただいている群馬県中之条町、それぞれの皆さんに御参加いただいていると

ころでございます。 

 それでは、ここからはＮＩＣＴの園田センター長にバトンを渡して、御発表いただけれ

ばと思います。よろしくお願いいたします。 

○園田様  ＮＩＣＴのサイバーセキュリティ研究所の下で、ナショナルサイバートレー

ニングセンターのセンター長をやっております園田です。では、ＣＹＤＥＲについて御紹

介していきたいと思います。 

 次をお願いします。こちらがＣＹＤＥＲの概要でございまして、ＣＹＤＥＲは御覧のよ

うな形のコース構成をしておりまして、Ａ、Ｂ－１、Ｂ－２、Ｃ、プレＣＹＤＥＲという

構成をしておりますけれども、それぞれ共通しておりますのが、先ほど御紹介がありまし

たとおり、ＮＩＣＴがこれまで長年にわたり、攻撃の観測やデータの収集と分析を行って

いる知見を活かし、ストーリー仕立てのインシデントレスポンスにフォーカスした演習を

提供しており、年間３,０００人程度の受講者数を目標として、１００回全国各地で開催し

ておるものとなっておりまして、プレＣＹＤＥＲはオンラインの形ですが、基本的には現

地で集合演習をやるという形で提供しています。 

 では、次をお願いします。こちらがＣＹＤＥＲのトレーニング内容です。ＮＩＣＴの持

つ計算機リソースの上に構築された仮想環境を活用して演習を展開しており、各組織のサ

ーバやクライアントなど、そういった構成を再現できるような環境を用意し非常にリアリ

ティーのある、実際に起きた事例などを参考にストーリーを作成し、集合演習の形で提供

しています。１日または２日の間、ロールプレイ形式で、各チームが最大４人ぐらいのチ

ームでそれぞれの役割を担いながら演習に臨み、事態を解決に導くというような形の演習

になっております。 

 では、次をお願いします。こちらはプレＣＹＤＥＲのトレーニング内容です。プレＣＹ

ＤＥＲは、ＣＹＤＥＲと異なりオンラインで提供しています。また、短時間でＣＹＤＥＲ

相当の知識を得るための前段階として必要な知識を提示したものになっており、短時間で

動画を視聴しながら進める形で提供しています。１５分単位の細切れの形で提供している

ため、全体で最大２、３時間ぐらいですが、途中にクイズを挟んだり、隙間時間を使えた

りできるようになっています。また、実際に起きた事例を深掘りするケーススタディーと

しており、非常に好評いただいているものになっております。 

 では次をお願いします。こちらはＣＹＤＥＲの実施結果でございますけれども、現在、
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３,０００人を目標に毎年進めていますが、２０２３年度に関しては過去最多の受講者数

を記録しています。オンラインの演習も、短期間の実施であるものの、２,０００人近くの

受講をいただきました。特に、先ほど御紹介したプレＣＹＤＥＲは、短時間であることと、

さらに内容的にも平易なものを心がけて構成したというところが評価され、これまでのな

かなか集合演習に受講していただけていなかった未受講の自治体においても受講いただけ

たというところでございます。 

 では、次をお願いします。こちらが地方公共団体の受講状況でございまして、各方面か

らの周知等により、特に市町村の受講が進み、未受講自治体数が昨年比４割減少となって

いるところです。オンラインのコースの受講数がかなり増え、受講機会の提供に貢献した

と言えるかと思います。特に未受講自治体の減少にはそういったことが寄与してきたかな

というところでございます。 

 では、次をお願いします。こちらはＣＹＤＥＲの受講者の声として、集合演習のＣＹＤ

ＥＲに関しては、ベンダーとの連携体制を見直した、自組織のネットワーク構成、ポリシ

ー等の見直しのきっかけになった等、ＣＹＤＥＲの効果に関しても様々な声が寄せられて

おり、また、実際にインシデントに対峙して、演習が役に立ったというような声が多く寄

せられております。プレＣＹＤＥＲに関しても、我々の期待した効果以上に、この内容で

あれば情報システム担当でない方にも勧めて周知、啓発にも活かしていけるということで、

展開を行ったという御報告もいただいておるところでございます。 

 では、次をお願いします。プロモーションについて、パンフレットを作ったり、様々な

イベントに出展したりすることも効果的ですが、総合通信局をはじめとする各地の各組織

との連携による周知が最も効果的であったと感じています。 

 では、次をお願いします。今後の取組について、自治体のＣＳＩＲＴという、インシデ

ントにレスポンスする体制の成熟度を計るような取組を行い、これにより可視化した能力

に対する強化を分かりやすく示すことで、演習の効果を可視化・自己分析をしていただき

たいと思っています。また、インシデント対応の根幹として、実際の事例に基づいたシナ

リオを引き続き作っていきたいと考えており、オンラインによって補強を行っていきたい

と思います。特に最新のサイバー攻撃事情をうまく取り入れた形の演習を継続的に提供し

ていきたいと考えております。 

 では、次をお願いします。参考資料ですが、もう既に募集等も開始する準備を進めてお

りまして、５月より実際のプレＣＹＤＥＲを前半として進めて、７月から集合演習の全国
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展開を始めていく予定にしております。 

 以上です。 

○藤枝様  群馬県中之条町における情報セキュリティ研修について発表させていただき

ます。地域共創課の藤枝と申します。よろしくお願いします。 

 資料１７ページを御覧ください。まず、当町の組織体制について御説明します。ＣＩＳ

Ｏを最高情報セキュリティ責任者として配置し、そのほかは提示のとおりです。私は普段、

情報セキュリティに関する統一的窓口として活動しています。 

 １８ページを御覧ください。情報政策担当については、小規模自治体でありますので、

情報政策業務専任の職員はいませんが、担当課長を含めて資料のとおり昨年度は対応して

おりました。今年度から、専任ではないのですけれども担当が増えております。令和４年

度より外部デジタル人材を導入して、１名活動しております。 

 １９ページを御覧ください。情報セキュリティ研修についてです。当町は、令和３年度

に策定した中之条町ＤＸ推進計画に基づき、情報セキュリティ研修を実施しております。 

 ２０ページを御覧ください。情報セキュリティ研修の、こちらは令和５年度に実施した

内容についてです。情報研修として、ＬＧＷＡＮ回線の業務端末を使用する職員全員にＪ

－ＬＩＳ様の提供するｅラーニングを実施しております。特定個人情報取扱責任者、担当

者の方についても、総務省様提供のｅラーニングを活用して実施しております。初任者研

修としては、新規採用職員に対して町内のシステムの説明や情報セキュリティについて、

対面で情報政策担当より説明を行っております。管理職研修は必要に応じて適宜実施して

おります。各種研修については、年度初めに、どのように実施するか検討を行って決めて

おります。 

 ２１ページを御覧ください。ＣＳＩＲＴ研修については、ＣＳＩＲＴの所属長、各所属

の情報政策担当者を対象に実施しており、昨年度はプレＣＹＤＥＲを活用して、ｅラーニ

ング形式で実施しました。プレＣＹＤＥＲ活用については、私自身が以前オンラインＣＹ

ＤＥＲを受講して、オンラインでも理解しやすく、現地よりも簡易的な内容だったことも

あって、活用することを提案いたしました。また、事後アンケートで得たコメントを一部

掲載していますが、受講しやすかったとか、分かりやすかった、セキュリティの意識づけ

にはちょうどよいボリュームだったとの声を多くいただいており、情報政策担当としても、

研修を実施して効果があったと認識しております。セキュリティ的な制限が以前よりも増

えて業務がやりにくいなどの話も一部ありましたが、プレＣＹＤＥＲ受講後はその重要性
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も意識していただけるようになりました。 

 また、情報政策担当に人事異動等で配置された際には、ＣＹＤＥＲの集合演習にも参加

しております。こちらは専門用語で、自治体の職員にとっては難しい部分もありますが、

情報セキュリティインシデント発生時の対応について実践的に学べるため、その後の業務

でも役立っており、インシデント発生時の対応だけでなく情報セキュリティ研修の実施や

インシデント発生時の行動についての情報共有などを積極的に提案してきました。実際に、

インシデントではないですが、疑われるような問合せが入った場合に、冷静に対処できた

という事例もあります。また今年度以降も積極的に活用できたらと考えております。 

 ２１ページを御覧ください。集合研修の場合は、日程を調整して参加者を募りますが、

今回はｅラーニング形式の場合にどのように対応しているかを簡単に御説明します。まず、

情報政策担当にて、対象となる職員分の受講用アカウントの設定や調整を行います。その

後、アカウントが発行されましたら、各受講者にアカウント情報を連絡します。その後、

受講期限まで定期的に、グループウエアの掲示板機能やメール等でリマインドを実施して

おります。今年度も、好評だったプレＣＹＤＥＲを含め、ｅラーニングについて活用して

いく予定ではあります。 

 ２２ページを御覧ください。こちらは、当町で取り組んでいるセキュリティ対策等を記

載しております。 

 以上でありますが、中之条町の発表を終わりにさせていただきます。ありがとうござい

ました。 

○國領座長  ありがとうございました。 

 それでは、本件に関する質疑に入りたいと思います。こちらにつきましては、ＮＩＣＴ

の方と中之条町の方々が途中退席されますので、今の時間に質疑したいと思います。どう

ぞよろしくお願いいたします。御発言されたい方は、チャットか挙手ボタンでお願いしま

す。 

 もしないようでしたら、私から口火を切らせていただこうと思うのですけれども、大変

すばらしい取組をされていらっしゃるということがよく分かってすばらしかったのですけ

れども、この懇談会の文脈からいきますと、民間の方々、地域の中小企業の方とか農業従

事者の方であるとか、そのような方にも広げたいところなのだと思うのですけれども、そ

の辺の計画はどんな感じになっていらっしゃるのでしょうか。 

○園田様  では、私からお答えします。有料ですが、自治体の職員以外でも、どなたで
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も受けていただけるようになっています。受講自体は可能となっています。 

○國領座長  ありがとうございます。 

 それでは、チャットで庄司構成員、どうぞ。 

○庄司構成員  ありがとうございます。中之条町さんに御質問させていただきたいと思

います。 

 先ほど人員体制を増強しているというようなお話があったと思うのですけれども、要は

足りますかという話を聞きたいと思っています。今、標準化を進めるなど、自治体の内部

のいわゆる自治体ＤＸが物すごい勢いで進んでいます。そして、これまでと違うガバメン

トクラウドの環境に移るということで、色々新しいことを学ばないといけないという問題

も出てきています。さらに、それ以外にもいろんな業務が、デジタル化を求められていて、

簡単に言えばデジタル依存が強まっていくことになると思うんです。それは、業務を楽に

するということで、効率化には役立つはずなのですけれども、ただ、セキュリティという

ところについては手を抜くことができないというか、そこは軽くできない、むしろ重くな

っていくという部分があると理解しています。さらに、テレワークでも仕事ができるよう

にしましょうとか、スマートシティでいろんなものが町に端末設置されたりしていくとか、

そういうことで、町としては、セキュリテイに関わるお仕事が増えていくと思うのですけ

れども、今後、人員体制について、どちらかというと皆さんの底上げというよりは、中核

となる担当とかリーダー人材について、どのような見通しかというところを伺えればと思

います。 

○田村様  御質問ありがとうございます。中之条町地域共創課の田村と申します。私か

ら答えさせていただきます。 

 冒頭で、人材は足りているかという御質問について、正直なところ、足りていないとい

うのが私の考えになりますが、御指摘のとおり、私たちの自治体だけではないと思います

が、急速にＤＸやシステム標準化、その他にもセキュリティ関係のことに取り組まなけれ

ばいけないことが山積みの状況です。当町の場合、人口が１万５,０００人ぐらいの小規模

団体なので、私と藤枝が中核的にその業務にあたっていますが、周りの自治体と比べると、

まだ私たちのところは人員がいる方で、当町のような山間部の自治体の場合、なかなかそ

ういった人材がいないというのが現状です。 

 当町にあっては私と藤枝がもう３年目、４年目となり、ある程度スキルがある中で業務

に取り組んでいますが、私たちは情報担当以外にもいろいろな業務を兼務している状態で
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あり、なかなか手厚くセキュリティ関連業務に対応できない状況です。当町では、現在、

総務省の地域活性化起業人制度を活用して、外部のＤＸ人材に来ていただいています。最

初は自治体における３層のネットワークの構造などについて理解しづらいこともあったと

思いますが、スキルをお持ちでしたので、すぐに理解いただけ、また、自治体の内情も分

かりづらいですが、私や藤枝のように、逆に自治体のところを分かっている者と外部のＤ

Ｘ人材とで一緒に仕事をすることで、自治体の職員だけだと分からないことでもスピード

を持って取り組むことができたと思っています。 

 今後、今まで以上に多くの業務があるため、兼任ではありますが、人員を増強し、取組

を進めていくこととしています。しかし、新たに担当となった職員については、全くと言

っていいほど情報スキルがない状態です。地方自治体においてはどうしても人事異動があ

るため、やはり小規模な自治体では、セキュリティに専門に取り組む人材がかなり足りな

いと感じています。ただ、その中でも、こういったプレＣＹＤＥＲのようなものも活用し

て、職員の底上げをしながら対応していければと考えています。また、外部ＤＸ人材を活

用しないと対応できない部分もあると思いますので、引き続き外部ＤＸ人材も活用しなが

ら、適切に進めていけきたいと考えております。 

 質問にちゃんと答えられていないかもしれませんけれども、以上となります。よろしく

お願いします。 

○庄司構成員  ありがとうございます。もう、外部人材のことは本当におっしゃるとお

りだと思いますし、今おっしゃっていただいた人事異動については、結構考えるべきテー

マがありそうだなと思いました。ありがとうございます。 

○國領座長  関構成員、どうぞお願いします。 

○関構成員  御説明ありがとうございました。 

 ＮＩＣＴさんにコメントと質問があるのですが、まずＣＹＤＥＲに関しては、実際、受

講した方のお話とか、私は何回か聞いているんですけど、本当にいい研修だったと皆さん

口をそろえておっしゃるので、ぜひこれはどんどん拡大していただきたいなと思いました。 

 先ほどの質問にもちょっと関連すると思うのですが、やはり自治体のなか単体でセキュ

リティに関してのノウハウや知見をためて運用していくみたいなことは、かなり大変だな

と感じております。そういう意味で、シーサートのコミュニティというのがとても大切に

なってくるのではないかなと思っております。なので、そのコミュニティがどれぐらいワ

ークしているかみたいなところがもうちょっと聞けるとありがたいなと思いました。結構、
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三層分離についての考え方、例えば、我が市ではα′を採用すべきか、β′にすべきかの

ようなところも、ベンダーさんに相談する以外にあまり深く考えられないという自治体が

結構多いと思っていますので、あとはインシデントが起きたときにどうしたら良いかみた

いなところも含めて、コミュニティはどうなっているんですかというところを、ちょっと

ざっくりとした質問で恐縮ですけれども、課題などがあればぜひお伺いしたいと思います。

あともう一点、都道府県の役割は、この辺のシーサートとか、セキュリティの中でどのよ

うな位置づけなのかとか、実際、都道府県がサポートしているような事例でよいものがあ

れば、ぜひお伺いしたいなと思いました。よろしくお願いします。 

○園田様  御質問ありがとうございます。 

 コミュニティのお話ですけれども、地域ＳＥＣＵＮＩＴＹというように、リーチ先を提

示したような形の活動もございますが、我々の演習の中でも工夫している点がありまして、

集合演習ではチームでインシデントレスポンスに取り組む形式としており、そのチーム構

成を、可能な限り同じ自治体の方々にしないようにして、他組織の考え方に身近に接して

もらうとともに、現場同士のコネクションを構築していただきたいという意図でそういっ

た形式をとっています。実際に困ったことがあって、演習で知り合った人に相談したとい

った事例もありますので、もう少し踏み込んでサポートできればいいのかなと思いつつも、

今のところ、現場でやっているのはそこ止まりという状況でございます。 

 都道府県の役割については都や県によるというところがあると思いますが、実際に、県

の配下の自治体が集まる機会をもって、例えばＣＹＤＥＲの受講勧奨も含めました様々な

働きかけを行っているというところもあります。ただ、実際のインシデントレスポンスに

関して、県が例えば市とか町に行ってサポートするとかという話は、なかなか聞かないと

ころです。私の知る限りでございますけれども、そのような状況でございまして、やはり

指導といったところになるのかなと認識しております。 

 以上です。 

○関構成員  ありがとうございます。ぜひそういったところも含めて、広がるようなと

ころを考えてみたいと思います。ありがとうございました。 

○事務局（河合参事官補佐）  サイバーセキュリティ統括官室でございますが、関構成

員、コメントいただきありがとうございました。１点、今の点で補足させていただいても

よろしいでしょうか。 

 １点目に御指摘いただきました、自治体のＣＳＩＲＴのコミュニティの中で知見を蓄積
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できるとよいのではないかという点は御指摘のとおりと思っておりまして、総務省・ＮＩ

ＣＴが実施しているＣＹＤＥＲにつきましても、今、園田センター長から御説明があった

とおり、ＣＹＤＥＲの中で横のつながりができるようにしているところでございます。ま

た、組織的な対応について申しますと、Ｊ－ＬＩＳが、各自治体のＣＳＩＲＴが集まる「自

治体ＣＳＩＲＴ協議会」という会を組織しておりまして、その中で、各自治体のＣＳＩＲ

Ｔ同士のコミュニティが形成されていると認識しております。総務省・ＮＩＣＴによるＣ

ＹＤＥＲ等の取組につきましても、Ｊ－ＬＩＳと連携して周知等を図っているということ

を補足させていただきます。 

○関構成員  ありがとうございます。 

○國領座長  ありがとうございます。ほかによろしいですか。 

 ありがとうございます。非常に重要なお取組に敬意を表しますし、貴重なインプットを

ありがとうございました。 

 それでは、議題２の３に移らせていただきたいと思います。事務局より、本懇談会の取

りまとめ骨子案について御説明をお願いします。 

○事務局（佐々木課長）  事務局、総務省地域通信振興課の佐々木と申します。私から、

本懇談会及びワーキンググループで御議論いただいた内容を基に、取りまとめと骨子案に

ついて御説明させていただきます。 

 資料６－３です。１ページ目ですが、まず資料構成についてになりますけれども、初回

の事務局資料で提示しておりました検討項目１番から４番について、論点、現状・課題認

識ということを挙げた上で、それに対応する方向性（案）ということをそれぞれ掲げてお

ります。 

 まず、検討項目１についてですが、先ほどの資料６－１でワーキンググループの取りま

とめ報告の内容と重複いたしている点もございますので、説明は一部割愛させていただき

ますけれども、対応の方向性のポイントについて御説明できればと思います。 

 １点目、３ページに少し飛ばせていただきまして、３ページにございますとおり、先進

的なソリューションを実現するため、デバイスあるいは通信ネットワークだけではなく、

地域のニーズや解決すべき課題に応じて、ＡＩであるとかデータ連携等の機能も併せ持っ

て、これを組み合わせたデジタル基盤というものを整備した上で、標準モデルの検証ある

いは支援すべき重点分野、さらには先端技術の活用について考え方を示しているものでご

ざいます。 



 -18- 

 また、２点目として、４ページ目にございますが、利用者端末までを含むエンド・エン

ドでの通信環境の整備について、社会機能の維持・発展に不可欠な「社会資本」を基本と

して、通信利用環境が整っていないことが原因でＤＸが進展せず、「社会資本」が本来提

供すべきサービスが提供できない場合に、それを支えるデジタル基盤の整備あるいは更改

や維持といった点を国として支援すべきではないかということを検討させていただいてお

ります。あわせて、オール光ネットワークなどの新たな通信技術の活用策についても、今

後の実装を見据えつつ、引き続き検討を進めるべきとして、触れさせていただいてござい

ます。 

 続きまして、資料５ページになりますが、検討項目②について、地域ＤＸとして、自治

体あるいは地域社会におけるデジタル化を支えるためにデジタル人材を育成・定着させる

ことが重要となることは論を待つものではございませんが、背景として、デジタル人材の

不足あるいは偏在が課題となる中で、論点としまして、どのような能力を持った人材像が

求められるかといったことを特定した上で、限られたデジタル人材をどのように有効に活

用するか、また定着させるためにどのようにすべきかといったところを掲げてございます。

こういった能力について、そもそも地域社会において自治体や地域のステークホルダーな

どを巻き込んでいく必要があると考えておりますところ、現状・課題としまして（１）、

下にございますが、地域ＤＸに求められる人材像ということで一応まとめてございます。

この点、デジタル人材といった場合に、そもそもデジタル技術に明るいといった人と捉え

られがちで、デジタル技術に詳しくないとなかなか対応できないのではないかと捉えられ

がちかと思いますけれども、この点、地域ＤＸが実現されるためのプロセスといったとこ

ろを、ちゃんと解像度を高めた上で、どのような能力が必要かということを改めて検討し

ないと、どのように対応していくかというのは、地域社会において必ずしも理解が進まな

いのではないかと考えておりまして、例えばここに掲げております、ＤＸのプロセスの、

あるいは必要なスキルについて、地域ＤＸがどのようなプロセスで実現されていくか、あ

るいは具体的にそれを行うためにどのようなスキルが求められるかといったところを少し

細分化した上で、こういったことを判明させた上で、どのような人材を確保・育成してい

くべきかというところを、自治体・地域社会において理解を求めていくといったことで、

例えばこの下に４点ございますとおり、地域社会内あるいは自治体の中で、どのような人

材を確保していくべきかといったところを、それぞれ自治体や地域社会において育成すべ

き人材あるいはシェアリングしていくべき人材を区別した上で、それぞれにおいて育成な
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いし確保していくといったことが必要なのではないかと考えております。 

 続きまして、６ページに移ります。続けての論点としましては、限られたデジタル人材

というところで、人材が偏在する中で、短期的には人材をシェアリングすることが有効で

あるということで、地域のニーズと適切にマッチングすることが必要なことは言うまでも

ないですけれども、既に人材シェアリングをするスキームというのは複数ございまして、

こういったスキームをより有効に活用するといったことで、改善策の検討をしていく必要

があるのではないかということで、２点ほど掲げております。 

 続きまして、７ページに移らせていただきますが、対応の方向性につきまして、地域Ｄ

Ｘ推進を目指す地域におけるデジタル人材確保に向けたガイドブックの策定と掲げており

ますけれども、例えば具体論としまして、まず①にございますとおり、先ほど来申し上げ

ている地域ＤＸのプロセスを特定するといったところで、過去行ってこられました地域Ｄ

Ｘの取組事例について、成功事例などを分析しながら、どのような段階を経て推進されて

いくかといったプロセスを特定していくといったことを考えた上で、②に掲げております

ように、このプロセスの各段階で求められるスキルというのがどのようなものかといった

ことを考えていければと思っております。特定した段階において、どのような人材が求め

られているかということを特定している中で、具体的なスキルということもまた分析する

必要があると思いますし、特に地域社会においては、３行目にありますが、最低限必要な

スキルと掲げておりますけれども、様々な条件下にある自治体や地域社会においては、一

律に同じような条件を求めることはできないかと思っておりますので、少なくともＤＸを

進めるにはどのようなスキルが必要かといった観点からの分析も効果的ではないかと思っ

ております。また、その際、今後、地域においてもクラウド移行が見込まれることを考え

れば、クラウド管理スキルであったり、本日も御説明がありましたセキュリティに関する

能力といったことも含めて検討する必要があるのではないかと考えております。 

 こういった点を特定した上で、③にありますけれども、デジタル人材確保に向けたガイ

ドブックの策定といったことで、地域ＤＸに関与するそれぞれの人材について求められる

要件、例えば地域事情に精通していることですとか、当然、デジタル技術に明るいといっ

たところもあろうと思いますけれども、ほかに地理的特性ということで、先ほど来申し上

げている、シェアリングできるといった観点で、遠隔地から参画が可能であるかみたいな

ところも踏まえて、どのような人材を確保していくかということの考え方を整理したいと

考えております。 
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 この点、下に２ポツ目、３ポツ目で挙げておりますが、第３回の事務局資料でもお示し

しましたように、Ｘ人材あるいはＤ人材というふうに分類いたしまして、例えばＸ人材に

つきましては地域事情に精通している人間、例えば運用フェーズにおいては、実際に地域

で常駐した上で対応していく必要があるといったことも踏まえれば、地域において育成・

確保していくことが適当ではないかということが考えられますし、一方で、自分事として

地域課題を考えてやっていく場合には、なかなか自分では必ずしも課題というふうに特定

できていない人もいらっしゃるかと、認識できていないということもあろうと思うので、

逆にこういったところに関しては、地域の事情に精通した人と一緒に外部からの人間が、

ファシリテーション、課題抽出のための壁打ちみたいなことをしながら対応するというこ

とも考えられると思いますので、そういった点では、人材シェアリングにより確保すると

いうことも適当ではないかと考えております。 

 また、デジタル人材、Ｄのほうになりますけれども、こちらについては、中長期的に当

然、地域で育成するということが望ましいものでありますが、なかなか人材を短期的に確

保することは難しいと思いますので、例えば都道府県単位あるいは全国単位でシェアリン

グするといったことが必要ではないかと思っておりますので、こういった方策を打ち出し

ていきたいと考えております。 

 あわせて、最後のポツになりますけれども、先ほど人事異動といった話もございました

が、地域でデジタル人材を育成していくといった場合には、こういった各人のキャリアデ

ザインを展望できるようなキャリアパスイメージを、いろんな自治体であったり関係ステ

ークホルダーの中でも明確にすることが適当ではないかと考えております。 

 続きまして、８ページになります。「人材シェアリングスキームの見直し」と掲げてお

りますが、例えば①で掲げておりますように、既存の人材シェアリングスキームが幾つか

あると申し上げましたけれども、そういったものを有効に活用していくためにも、Ｄ人材

あるいは一部のＸ人材等について、特定のスキルを持った人材をシェアリングするといっ

たことが望ましいと考えられる中、既存のシェアリングスキームについて、例えば対象で

あったり期間であったり、目的なども異なることがございますので、これらを明確に示す

ためにも、人材スキームの役割や特徴を整理した上で、シェアリングを行えるようなハブ

機能ということを枠組みとして設けることで、各自治体である地域社会が活用しやすくな

るといったことが考えられるのではないかと思っております。 

 また、②として「既存スキームの拡充」としてございますけれども、例えば総務省の中
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で行っております事例としましては、外部人材ということを積み上げておりますけれども、

こちらは自治体内部の行政のＤＸを進めるための人材ということで、総務省が育成し、リ

スト化したものを自治体に提供しているというものになりますけれども、実際、開始し始

めたのがこの数年ということもありまして、まだ人数が少ないということもあってですが、

自治体に実施したアンケートの中でも、もう少し人数を増やしてほしいですとか、活動の

内容をもう少し分かりやすくしてほしい、あるいは評価が分かりやすいようにしてほしい

ということもありますので、ニーズに応じて、今後、量的にも質的にも拡充していくとい

ったことが考えられるのではないかと思っております。 

 また、２ポツ目にありますアドバイザーについても、これは自治体の求めに応じて有識

者を機動的に年３回程度派遣させていただく仕組みなのですけれども、こちらも地域の要

望に応じて、こういった機動性も生かしつつ、支援対象であるとか対象業務などを見直す

と。例えば、案件の熟度に応じて、より柔軟かつ有効的に、効果的に支援できるようにす

るための拡充策なども考えられるのではないかと思っております。 

 （３）につきましては、人材育成として掲げておりますけれども、こちらは短期的にな

かなか対応し切るものかどうかというのもある中ではありますが、例えばＤＸ人材につい

ては地域内で育成するといったことも選択肢の一つであると考えられるところ、求められ

るスキルに応じて、その方法論も整理していくといったことが考えられますが、その上で、

既存の人材育成プログラムなどもある中で、なかなか有効に活用できていないといったこ

とも考えられますので、地域において人材育成プログラムを受講されるようなインセンテ

ィブづけを行うですとか、より地域に向けたプログラムを検討していくといったことも考

えられないかと思っております。あわせて、本日の御説明にありました、セキュリティに

対応する人材を育成するといったところで、既存のＣＹＤＥＲであるとか、先ほども少し

御説明がありました地域ＳＥＣＵＮＩＴＹといった取組とも連携を図りながら、地域ＤＸ

人材の底上げを図っていくといったことも考えられるのではないかと思っております。 

 さらには人材の受皿づくりということで、時間と場所に関係なく活動できるテレワーク

なども活用しながら、シェアリングするという観点からも、地域へのデジタル人材の定着・

滞留策としてこれを活用していくこと、あるいは奨励していくことが有効ではないかと考

えております。 

 次に、９ページになります。地域ＤＸの推進に向けた関係者の連携体制構築の在り方と

しておりますけれども、２に掲げましたようなＤＸ人材について、どのような人がいるか
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ということを特定した上で、こういった人たちを巻き込みながら、例えば地域ＤＸの担い

手となるキーパーソンを確保した上で、持続可能な連携体制を構築していくといったこと、

さらには、それを支えるために国としてどのような支援方策を打ち出すべきかといったこ

とを論点として掲げております。 

 （１）の「地域ＤＸの担い手となるキーパーソンの確保方策」につきましては、現状で

は、いろいろとコンソーシアムなども組みながら対応しているといったこともありますけ

れども、やはり、ただ集まっただけといった場合も少なからずあろうかと思いますので、

適切なプレーヤーということを巻き込みながら、しっかりと地域課題を深掘り・発掘して

いくといったところを行えるためのキーパーソンをしっかりと捕まえることが大事だと思

いますので、まずこういった人がどのようなところにいらっしゃるのか、役割としてどの

ような役割を果たし得るのかというところを分析していくことが必要かと思っております。 

 また、「持続可能な連携体制の在り方」としておりますけれども、先ほど来、申し上げ

ている、深掘りの方法が不明確といったところで、ＤＸを推進するに当たっても、実際、

地域が抱えている課題は何かといったところを必ずしも理解し切れていない、自分自身で

分からないといったこともあろうと思いますので、しっかりと関係したステークホルダー

を巻き込みながら、参加者が課題設定を効果的に行うための仕掛けづくりということも必

要ではないかと思っております。 

 また、こういった連携体制を構築するに当たっては、しっかりとノウハウを地域社会で

定着させるためにも、例えば都道府県や市町村の中核としながら、そこを中心とした連携

体制を構築するために、国としても支援する必要があるのではないかといったことで、今

後さらにこれを拡充していくことも考えられるのではないかと思っております。 

 次に１０ページに移ります。１０ページでは、対応の方向性として掲げておりますけれ

ども、関係者の連携体制構築に向けて、例えばこちらもガイドブックを策定してはどうか

と考えております。本懇談会においてプレゼンなどをいただいておりましたけれども、地

域ＤＸの事例分析などを通じながら、地域ＤＸの推進体制をどのように構築するか。例え

ばどのような関係者が必要なのかであったり、深掘り方法について、より方法論として明

確化してあげることで、横展開していただくといったことも可能ではないかと思っており

まして、例えば以下のとおりの点について仮説として構築していくことで、いろいろと自

治体で横展開しやすくなるのではないかといったところで３点ほど掲げております。 

 例えば推進体制構築として、どのような関係者を巻き込むかといったところで、特定分
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野の知見を持った企業・教育機関・金融機関・メディアなどの参画が有効ではないかとい

ったことを、今回の事例などでもいろいろと御紹介していただいたものを中心に、あるい

はほかの事例も踏まえながら、まとめられるかと考えております。さらに、深掘り方法と

いったところで、地域住民によるコミュニティを通じた深掘りあるいはヒアリングなどを

しながら、どのような対応策が考えられるかというところも、これから深掘りできればと

思っております。また、定着・横展開についても、導入効果の明示のやり方であったり住

民不安の解消といったところを考えられればいいのではないかと思っております。 

 他方で、こちらの今申し上げてきたような事例については、限定的であることも考えま

すと、引き続き多数の事例分析を行いながら、エッセンスを抽出していくといったところ

をすることで、ガイダンスをより効果的なものとしてまとめられないかと思っております。 

 （２）の「関係者の連携体制構築の支援」につきましては、現在、総務省において、地

域デジタル基盤活用推進事業といった３事業を行っておりますけれども、本年度より、都

道府県・市町村において、市町村等の推進体制構築を支援するといったことを事業として

行っております。まだ今年度から始まったものであるといったことを踏まえて、これから

取り組んでいくことになりますけれども、実際にこの枠組みを活用した取組の中で、成功

例あるいは失敗例なども少なからずあろうかと思いますけれども、しっかりとこういった

声を踏まえながら、改善を実施していくといったことを考えられればと思っております。 

 次の１１ページに移ります。最後に検討項目④としまして、デジタル基盤を活用した地

域課題あるいは産業振興の在り方についてまとめてございます。①で掲げておりましたよ

うなデジタル基盤を活用して、いかに最終的に地域社会に裨益していくかといったところ

で、論点として４つほど挙げております。まずは、プロジェクトの自走化を促進するため

にどのようにすればよいか。また、地域の産業振興に資するような方策はどのようなもの

があるか。さらには、それをどのように普及展開していくかといったところですとか、よ

り効果的な産業振興ですとか地域課題の解決を図っていくためにも地域データをうまく活

用していく必要があるのではないかといったことを論点として挙げております。 

 現状・課題としまして（１）に掲げておりますのは社会機能の維持・発展ということで、

ＤＸが必要であるといったところで、こちらの背景課題として、検討項目①でも挙げてお

りましたけれども、どのように社会機能を維持・発展させていくかというところで、ＤＸ

が当然必要であるといったことを問題意識として考えておりますが、どのように今後、地

域ＤＸを実装させていくかといったところで、（２）にありますように、「実証」から「実
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装」への壁の存在と書いておりますが、過去の実証事業などをフォローしていきますと、

やはり実証が技術検証といったところなどということもありまして、目的化してしまって

いるといったこともあろうかと思いまして、今後その実証終了後に実装させられないとい

うものもございますところ、これを少し踏まえながら対応策を考えられればと思っており

ます。また、適切な役割分担の中で自走化を目指すべきものなど、そのプロジェクトの特

性に応じた支援策なども、官民の役割分担の中で考えられるということも掲げております。 

 （３）について、「地域産業の維持・発展に不可欠なＤＸによる労働生産性の向上」と

して掲げておりますけれども、実際、地域産業の中核を担う農業ですとか卸売・小売業、

製造業、建設業といった業種の中では、労働力人口の減少が顕著に見られたりしますし、

医療・福祉などでも同じような状況がある。他方でこういったところは引き続き、地域ニ

ーズの高まりがありますといったところで、こういったところの労働生産性向上に寄与す

るために、やはりＤＸのより高度化、産業の高度化・合理化が不可欠であるといった課題

認識がございますので、これに対応した対応策も考える必要があると思っております。 

 １２ページに移ります。一方で、こういったデジタル技術を活用することの有効性は論

を待たないところではありますけれども、必ずしもこの導入例ですとか効果に関する情報

が足りていないといったこともあろうかと思いますので、このために横展開であるとか定

着が十分に進展しないといったことも考えられるので、これに対する対応策も必要ではな

いかと思っております。 

 さらには、（５）として「地域データの流通・連携の方向性」としてありますけれども、

ＤＸをより効果的に導入するためにも、データを活用したことが必要ではないかといった

ところを考えておりまして、これまでデータ連携基盤が一定程度普及しておりますものの、

必ずしも活用が進展できていないと。分野間であるとか、特に広域の活用がなかなか難し

いといったところもございます。このため、どのようなモデルケースを創出していくかと

いったところを課題として考えております。 

 対応の方向性につきましては、（１）「社会機能の維持・発展に資する先進的ソリュー

ションの社会実装の促進」としておりますけれども、こちらにつきましては、①の御説明

をさせていただいたところとも少し重複するところがありますけれども、デジタル基盤に

ついて、単にシステムと端末をつなぐだけではなくて、データ、ＡＩなども活用しながら、

こういった共通機能を取り込んでいって、より先端的な技術を活用しながら、農産物の自

動管理であるとか災害あるいはモビリティなどの利活用に応じて、その共通機能も活用し
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ながら解決を図っていくといった、ユースケースを蓄積していく必要があろうかと思って

おりますので、こういった活用モデルの検証・確立をすることで、社会機能の維持・発展

に資するような社会実装を促進していきたいと考えておりますので、こちらは、より今後、

取組を充実させていく必要があると考えております。 

 次に１３ページに移りますけれども、その上で、こういったソリューションを導入する

上でのプロジェクトを自走化させていくための方策として、例えば①、②に挙げておりま

すが、ステージゲートの管理であったり、事業性の検証・分析といった手法や観点を取り

入れてはどうかと考えております。 

 具体的には、ステージゲートのほうでは、２行目にありますとおり、プロジェクトの自

走化までのフローを、段階に応じた「ステージ」として分けまして、このステージごとに

プロジェクトの振り返りや見直しを行うといったことが有効ではないかと考えております。 

 また、事業性のほうに関しましては、実証事業に関して、やはり技術的な検証というの

が中心ではございましたけれども、今後はより提供価値だけではなくて顧客価値なども重

視した上で、社会実証する中で「事業性」の観点を、より検証・分析の中でも取り入れて

いくといったことが重要ではないかと考えております。 

 さらには、（３）として、地域の産業振興に資する活用方策で１番に掲げておりますけ

れども、地域のデジタル基盤の共同利用の促進といったことが考えられるのではないかと

思っております。例えば、単独ではデジタル技術の活用・導入が難しい中小企業などにお

いては、容易にデジタル技術を活用できるようにするためにも、例えばデジタル基盤を地

域で共同利用するといったことの有効性が考えられるのではないかと思っております。さ

らには、②で挙げておりますが、地域のＩＣＴ事業者の参画をより促進していくといった

ところで、より地域に密着したサービスを提供するためにも、生の声をサービス開発に反

映できる、地域のベンダー、ＩＣＴ事業者などの参画が重要なのではないかと考えており

ますので、こういったステークホルダーの巻き込みを含めて、今後、より地域に根差した

サービスを定着させるための支援としては重要なのではないかと考えている次第です。 

 さらには（４）として、地域の先進事例の他地域への普及方策として掲げておりますけ

れども、先ほど来申し上げている、いろいろな取組事例はありまして、これまでも優良事

例の発信というのは行っていますけれども、引き続き情報が足りないと感じている地方自

治体もいらっしゃいますといったところを考えますと、これまでの実証事例の成果を整理

した上で、例えば失敗事例の共有なども含めて、より担当者のニーズに応じた情報を小ま
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めに適切に発信していくといったことで、これに対応する打ち手として考えられるのでは

ないかと思っております。 

 最後、１４ページになりますけれども、（５）として、「地域データの流通・連携の方

向性」として掲げております。前回の会合でも御説明させていただきましたけれども、デ

ータの流通や活用・連携に当たっては、例えば適用する周辺領域において相乗効果ですと

か、なかなかデータを活用した取組というのもすぐには効果が出ないといった説明も岡崎

市からありましたけれども、長期的な視点を含めて、設計時点から組み入れていくといっ

たことが必要であると考えておりますが、こういったデータを活用するに当たっては、な

かなか自治体であったり地域社会の方とうまく連携しながら、どのようなデータが必要か

といったことのやり取りが必要だと思いますので、伴走支援なども重要になるかと考えて

おります。 

 また、データ連携基盤を使いながら、より広域化、共同化していくといったことも論点

としてあろうと思いますが、こちらは関係省庁とも連携しながら、標準領域の拡大という

ことを通じて、よりこちらの促進を図っていければと考えております。 

 さらには、パーソナルデータを使う場合には、安心・安全な利活用の取組が行われてい

るかといったところの不安感もあると思いますので、既存の取組を、パーソナルデータを

活用する際の遵守すべき事項として準拠してもらうといったことを推奨していくことも考

えております。 

 さらには最後、自走化可能なモデルケースにするためには、地域課題に応じてデータを

有効活用していくことが必要だと思っておりまして、この点、前回、前田構成員からも、

より広域な活動をどのようにすればいいかといったことの御視点もいただきましたが、例

えば県域に限らず、生活区域点で適用するニーズやデータに応じて共通化できるものがな

いかといった視点も重要になるのではないかと考えております。 

 事務局からの説明は以上でございます。 

○國領座長  ありがとうございます。 

 それでは、ここから質疑に入りたいと思いますので、御発言がある方はチャットないし

は挙手でお願いいたします。いかがでしょうか。 

 大体、これは終わりの頃に混雑するものなので、早めがいいと思います。ありがとうご

ざいます。関構成員からお願いします。 

○関構成員  ありがとうございます。非常に広範なまとめをありがとうございました。
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特に人材とかに関しては、これまでいろいろ話をしてきたこともあって、かなりまとまっ

ているなと感じました。 

 私から、ぜひここの観点を強化してほしいなと思った点としては、デジタル基盤を活用

した地域課題解決や産業振興の在り方というところになります。そもそもやっぱり解決す

べき大きな課題というのは、マーケットが小さくなって、人口がどこも少なくなっていく

中で、どのような持続可能なサービスを産業として提供していくのかというところかと思

います。そこの中で結構、事業性の部分とかステージゲートの考え方とか、いろいろ盛り

込まれていてすばらしいなと思っていますが、ここにちょっと解像度を上げた形で、いわ

ゆる研究シーズがあって、スタートアップみたいな新しいビジネスをやる人たちがいて、

地元の中小企業もあって、あと大企業、スケールさせていくのが得意な人たちがいてとい

ったところを、どのようにマッチングしていくのかといったところを考えることがとても

重要だと思っておりまして、特に初期のフェーズでは、地元の中小企業と研究シーズとか、

自治体とか、そういったところとスタートアップとかがマッチングされて、なるべくたく

さん実証が生まれていくことが必要だと思っておりますし、そこからだんだん、なのでた

くさん、多産多死の考え方みたいなところで、小さいお金をたくさん入れるみたいなこと

が必要かなと思っているのですが、実証フェーズから実際に社会実装とかスケールの段階

では、やはり大企業とか、あと金融機関とか、そういったところの連携が必要なので、そ

このステークホルダーの整理をぜひ進めていただきたいなと思いました。 

 あと、前半の御説明にもあった社会資本の考え方はとても大切だなと思っておりまして、

よく協調領域と競争領域みたいな話でも出てくるのですが、公共領域の、例えばデータを

整備するためのライブラリとか、あとデータ連携基盤そのものもそうですけれども、そこ

の基盤に関しては、やはりデジタル公共財の考え方をぜひ取り入れていただきたいなと思

っております。これは国連とかＯＥＣＤとかでも最近よく出てくる、デジタルパブリック

グッズと言われる考え方ですけれども、なるべくオープンソースソフトウエアが増えてい

くといったことをちょっと考えてみていただきたいなと思っております。 

 具体的に今、自治体の中での課題でいくと、ある自治体がソフトウエアを開発したとし

て、それをオープンソースソフトウエアにして、より横展開しやすくする。基盤レベルと

かライブラリレベルは、やはりベンダーロックインされずに、多くのベンダーがむしろ活

用できるようにしていく状態をつくらないと、そういうソフトウエアを社会資本としてち

ゃんと考えるみたいなことをやっていかないと、なかなか広がっていかないのではないか
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なと思っております。特にデータ連携基盤みたいなものは広がっていかないと考えており

ますので、その辺のデジタル公共財という考え方を、ぜひ検討項目の中にも明示していた

だけるとありがたいなと思っております。 

 先ほどの、自治体がソフトウエアを公開できないという話でいくと、そもそも発注して

調達したソフトウエアは行政財産なのか普通財産なのかといったところが整理されていな

いため、議員さんから、なぜ自治体の、我が市でつくった税金の財産を、ほかの市に無料

で使わせるのかみたいな（音途切れ）できないという自治体が結構生まれて、起きてきて

いますので、そこは、国のほうではソフトウエアは、オープンデータとかの整理のときに

行政財産扱いにならないということになっていますので、自治体においてもそういう考え

でいけるよといった、ガイドラインなり技術的助言なり、何でもいいですけれども、そう

いう形で明示、確認していただきたいなと思っております。 

 私からは以上です。 

○國領座長  ありがとうございます。 

 どうぞ、事務局から何か反応があったらお願いします。 

○事務局（佐々木課長）  失礼します。事務局でございます。この後の御質問について

は越塚先生が挙手をいただいておりまして、その後、島田構成員と浦田構成員が御希望さ

れておりますので、その点だけ報告させていただきました。失礼しました。 

○國領座長  かしこまりました。 

 では、たしか島田構成員のほうが先だったような気がするので、島田さん、お願いしま

す。 

○島田構成員  ありがとうございます。 

 すみません。セキュリティについては、ほぼ素人のコメントで恐縮なのですけれども、

ここ数十年で大きな転換期というか、実感しておりまして、例えば自前のサーバから、外

部システムを利用したオンラインへということも根づいていっているように思います。そ

んな中で、あれも怖いから、これもセキュリティがよく分からないから、やっぱり今まで

どおりやっていきましょうということではなくて、こういうふうに使っていきましょう、

何かが起きたときにはこうしましょうというような、ある程度のルール作成が必要なので

はと考えております。 

 もちろん、そういうルールづくりとなりますと、人が主体となっていくものなので、Ａ

Ｉなどの最新のものの活用を進めるのであれば、ある程度の知識も必要なので、今回のお
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話にもあったとおり、人材育成も必須だと思っております。 

 そのような背景から事務局様に質問させていただきたいのですが、進めていく中でいろ

いろな人材というのが必要になっていると思います。特に資料６－３のキーパーソンとい

うのが牽引していく方になると思うのですが、例えばこういうスキルを持っている人材を

中心に進めていく、あるいは育成していくのか、キーパーソンとなり得る人材のイメージ

が現時点であれば、今までの資料や議論とかと重複となるかもしれないですし、細かい箇

所で恐縮ですが、御教示いただければと思います。 

○國領座長  これはいかがでしょうか。何か、既に検討されていることがあれば。 

○事務局（佐々木課長）  事務局でございます。まとめての御回答にしようかと思って

いましたけれども、まず関構成員からの御質問とコメントに対しての、少しフォローアッ

プから始めさせていただければと思っておりますけれども、先ほどもおっしゃった視点と

して、小さなスタートアップとかイノベーションをうまく促進していくといった観点で、

いろんな関係者を巻き込んでいく必要があるのではないかといったところは非常に重要な

観点かと思いますので、少しそちらも検討項目の中に入れられればと思っておりますので、

御指摘ありがとうございました。 

 また、少しデジタル行財政改革の中の動きも関連してくるかと思うのですけれども、オ

ープンソフトウエアもうまく使いこなしていくといったところでの取組が政府全体として

あろうと思いますので、そちらの観点も少しうまく取りまとめの中に反映できればと思っ

ております。 

 島田構成員から御指摘のキーパーソンに関しては、まずはここに掲げておりますように、

やはり都道府県なり市町村なりといった地域住民との接点を持つのも、自治体のほうは当

然重要になってくることは論を待たないかと思っておりますけれども、必ずしも自治体だ

けで、やはり当然、全ての地域社会、地域ＤＸをうまく進めることはできないと思ってお

りまして、まさにここの点については、先生方の御意見を踏まえながら特定できればと思

っております。ただ、こちらも一様にこの人だというのが言いにくいというのもちょっと

あろうと思っていますので、あるいはキーパーソンというところがどのような例があるか

を、いろんな事例の中で抽出していくのがまず現実的なのかなと思っていますので、それ

を、過去の事例など、あるいはこれから取り組んでいく事例を踏まえて、よりガイドブッ

クを充実させていくといったことがまずは考えられるのではないかと思っておりますが、

少なくともやはり自治体の職員の方というのは当然いらっしゃらないと、なかなか横展開
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とか広がりは持たないと思っていますので、そこは必須かなと思っております。 

 取り急ぎの事務局の考え方でございます。 

○島田構成員  ありがとうございます。キーパーソンに限らず、デジタル人材ですとか

ＤＸ人材ですとかアドバイザーとか、関わっていく部分も多いと思いますし、ステップア

ップしていくものであると思うんですけど、では具体的にこうだよということがあればい

いのかなと思いました。最後、コメントとさせていただきます。ありがとうございました。 

○國領座長  ありがとうございます。 

 では、浦田構成員、あるんですよね。お願いします。 

○浦田構成員  私から３点、コメントさせていただきます。 

 まず、デジタル人材の辺りなのですけれども、私はちょっと小さめの自治体なり地方を

イメージしてのコメントになるのですけれども、担い手としてキーパーソンがというとこ

ろは本当に大事で、そういった方が地元の方たちになってくるといいなと思っているので

すけれども、デジタル人材の育成といったときに具体的にどんな方を想定されているのか

というところで、やっぱり地域ＤＸを進める上で、自治体以外にも、地元の民間企業であ

ったり、地元の団体、一般市民、高校生とか、そういういろんな必要となる方たちがいる

ので、何かそういった方、具体的な人をイメージしたときに、それぞれどういう人に何を、

どんなスキルを身につけてもらいたいのかみたいなスキルが結構変わってくるかなと思っ

たので、その辺りの検討がされるといいかなと、少し思いました。 

 そして２点目なのですけれども、資料の１０ページあたりとか人材のところもですけど、

ガイドブックということでまとめていかれるのかなと思うのですけれども、全体的に今回

の方向性の辺りはよくまとめられているのですけれども、それをどう実際に地域の方たち

に知ってもらうのかというところで、ガイドブックを作っただけで、うまくそれが伝わっ

ていくのか。例えば自治体の意識が変わって、きちっとそれを理解してもらって、そうい

う形で進めていけるのかといったところがちょっと心配だなと思います。私がやっている

地域情報化アドバイザーも、総務省さんなりアドバイザーの先生たちが思っている想定と

はちょっと違う使われ方というか、自治体の研修みたいになってきてしまっているところ

もあって、やっぱり利用されるなり、自治体側・地域側の理解みたいなところも併せて進

めていかないといけないかなと感じたので、その辺りも、ガイドブックに限らず、何かよ

い方法があれば進めていっていただきたいなと思いました。 

 あと、３点目ですけれども、最後の１４ページのところです。やっぱり、地域データの
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流通みたいな、利活用みたいなところは、地域のＤＸにとってはとても大事な部分だなと

思うのですけれども、なかなかそこのところの事業性みたいなところが難しいなと感じて

いまして、１３ページに、事業性を考えていかないといけないというようなコメントもあ

ったと思うのですけれども、その事業性を、地域データといったときに誰が進めていけば

いいのかというところで、自治体はやっぱりオープンデータみたいなところもありますの

で、なかなか地域のデータで利益を生み出すような事業といったところは取り組みにくい

なと思うのですけれども、やっぱりそこをやっていかないと地域でうまく回っていかない

というところもあるので、そこをどのような形で進めていけるといいかといったところが、

ちょっと私も分かっていないんですけど、考えていけるといいかなと感じました。 

 私からは以上になります。 

○國領座長  事務局コメントは、また後からまとめてで結構ですので、考えておいてく

ださい。 

 前田構成員がありますね。お願いします。 

○前田構成員  広範な取りまとめをどうもありがとうございました。 

 私からは、最初にあったワーキンググループの取りまとめ報告の中で、自治体からアン

ケートをしたところ、非居住地域の課題として情報通信インフラが老朽化している。だけ

ど、金がないから、なかなかそれを再整備できないといったような話があったかと思うの

ですけれども、実は本県の県内の自治体からも、そういった声はかなり強く聞いておりま

して、広島県は２３市町あるのですけれども、そのうち、公設で民営の市町が１１市町ほ

どありまして、具体的な複数市町の声としては、地元ケーブルテレビへ移行したいけれど

も、地元ケーブルテレビの収支が悪化して、市の経費負担が継続的に必要だとか、あと、

地元ケーブルテレビではなくてＮＴＴさんのほうへ移行しようと思っても、既存の施設を

全て撤去することや、ＮＴＴの基準に準拠するような設備に更新する必要があるなど、そ

の移行費用で数十億円かかることから、そこを何とかしないと、なかなか民営に移行でき

ないという声があります。ですから、結局のところ、費用がかかって、なかなか更新でき

ない、老朽化するばかりだということになっていて、これを何とか解決できないかなと考

えているところです。 

 加えて、先ほど説明の中で、イニシャルコストは当然としてランニング費用にも、補助

を今から考えると言われたのか、もうやっていらっしゃると言われたような、ちょっと分

からなかったのですけれども、そこは県内の市町からもかなり声が出ているところで、イ
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ニシャルの費用も補助していただけると助かるのだけれども、ランニング費用のほうもか

なり大変だということで言われております。ですから、ここのランニング費用について検

討すべきであるということだと思うのですが、これについて今どういう検討をされていて、

見込みがどうなのかというのを、お聞きしたいと思いました。 

以上です。 

○國領座長  核心に迫った御質問かと思います。でも、一応ほかの方からもお話を伺っ

た上で、前田構成員の御質問はかなり当然のことだと思うので、答えていただきたいと思

います。よろしくお願いします。 

○事務局（佐々木課長）  越塚先生が先ほどから挙手をいただいておりまして、もしよ

ろしければ越塚先生からのコメントを頂戴できればと思いまして、よろしいでしょうか。 

○國領座長  すみません。では越塚さん、お願いします。失礼しました。 

○越塚構成員  いえいえ、ありがとうございます。 

 いや、しゃべろうと思ったこともあるんですけど、先ほどの前田構成員のお話が、何か

結構刺さりまして、重要だなと思って伺っていたのですけれども、ちょっと今お伺いして

いた中で、移行費用という部分がありましたけれども、システムとか、そういうものは、

こういう言い方はあまりよくないですけど、民間企業の立場に立つと、やっぱりお金が取

れるためのシステム設計というか、それは負担するほうからすると、これはすなわちお金

がかかる設計に、自然にほっといたら流れていくというのは、多分、経済の基本原則で、

競争が激しく行われればそこも自律的にいくのでしょうけれども、今後、日本がだんだん

シュリンクしていく中で、そこの競争性も拡大していくときよりは小さくなってくるとな

ると、やっぱりそこは何らかの規制というか、そういうものを持って、今の前田さんのお

っしゃったようなことも考えながら、レギュレーションを考えていくということが全般的

には必要なのかなというのを、非常に強く思ったというのが最初のところです。 

 あと、申し上げたかったことは、まず１つは、全体、標準モデルみたいな話がありまし

たけれども、重複投資を排除し、あと、デジタルの特徴である限界費用ゼロで展開してい

くとか、あとポテンヒット、ラスト・ワンピースが足りないということを防ぐということ

でいうと、やっぱり産官民が連携して分担するということ。特に官のほうでも、基礎自治

体と都道府県と政府、国でどう分担するのかという。例えばデータ基盤も今、これは都道

府県ではないかという話があったりとかしますので、その辺が重要なのと、あと、そこの

中に、やっぱり私は、まちづくりというかスマートシティみたいなことをやって重要だと
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思うのが、ここに住民コミュニティ、自治会とか地域協議会とか、最近ですとリビングラ

ボとかアーバンデザインセンターというのがありますけれども、そういう住民のところと

いうのも、そこの中でプレーヤーとしてどう位置づけて、この中でやっていくのかという、

こういうのを一言で言うとアーキテクチャーなのかもしれませんけれども、重要だと思い

ました、ないしは思っています。 

 それで、特に最近、地域コミュニティがとても気になっていて、というか、その崩壊が、

特に大きめの都市を中心にして、地域コミュニティが崩壊して、それによって、どういう

方向でやっていこうかという方向性を、住民の方のコンセンサスを取りながら進めること

が困難になっている状況が、何かベースとしてかなり大変だなというのを思っていまして、

コミュニティというと、これはデジタル側でいうと、それこそ私が申し上げることもない

んですけど、関さんはずっと、昔からコード・フォー・ジャパンをやられていたり、庄司

先生もオープンデータのコミュニティをやられていて、デジタルコミュニティはそういう

のがあって、片や、従来からまちづくりはまちづくりの都市工学とか、そっち系の方々の

コミュニティが存在したり、従来型の自治会的なコミュニティがあって、まちづくりの従

来のコミュニティはかなり高齢化していて、若者が全く入っておらず、ＩＴ系のほうはま

た若者が多くというので、この辺で年代もそういうふうに違ってしまっているので、その

辺のコミュニティをどうしていくのか、ないしは、それを政策としてどうするのか、デジ

タルの関係というのはあるのですけれども、そこが何か、サポートできるようなこととか、

一体化していくとか、コミュニティを融合していくとか、そういうことがこういう中では

重要かなというのが２つ目。 

 あと最後が、このドキュメントの後ろのほうで、実証から実装というので、実装になか

なかいかないという例がありましたけれども、僕はちょっと、実装していくことは重要な

んですけど、これをあまり言い過ぎると、今度は失敗を許さない風土になってしまって、

今度は何か、面白いことというか、そういうことがなかなかできず、全部成功、全部万歳

みたいなことが、だんだん今度、成功することが自己目的になりということにもなるとは

思ったので、そこのところに関しては、いいバランス感覚というか、実証は実証で、実装

は実装でということは、ちょっと分けて考えたほうがいいかなとは思いました。 

 以上です。 

○國領座長  ありがとうございます。非常に重要なコメントが続いているのですが、時

間がかなり気になってきたので、極力、全員の方の御意見をいただきたいので、ちょっと
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コンパクトに。次は庄司構成員。 

○庄司構成員  では、用意したメモに基づいて、もうコンパクトにいきたいと思います。 

今回、骨子案としてお示しいただいた、特に「対応の方向性」というのは網羅的であっ

て、そのとおりだなと思うところが多いです。ただ、現段階の、このまとめだけだと、ま

だインパクトが弱いなと思います。ですので、目玉をもっとはっきりさせるべきなのでは

ないかなと思います。特に重要なのは、方向性はいいのですけれども、その方向性に走っ

てどこまでいくのか、どこまで目指すのかという目標を、次は議論すべきだと思います。

ゴールが１００メートル先にあるのに、毎年１メートルずつ進むようではゴールに到達し

ないので、それでは駄目です。ですからどこまでいくのかということを示していかないと

いけないのではないかなと思います。 

 あと、やり方ですね。今までのやり方、総務省さんの情報通信政策としてやってこられ

たやり方で、変えないといけないところもあるのではないかと思っています。例えば地域

がだんだん大変になってくるので、国が支えるべきところが出てくるという話が割とあっ

たような気がするのですが、やっぱり国も、人口減少社会では、使える資源が減っていく

わけで、国が支えるというのも、それはそれで持続的ではないと思うんです。また、私も

地域情報アドバイザーをやっていますけれども、専門人材を派遣するのもいいやり方だと

は思いますけれども、それだけで社会のトランスフォーメーションをできるかというと、

力不足だと思います。ですので、やっぱり今までのやり方に加えて、もっと違うやり方や、

いいやり方や、何か変えたやり方も必要なのではないかなと思います。ということで、目

標であるとか、やり方というところを、少しこだわって議論したいということを申し上げ

ます。 

 それから、例えば通信インフラでもいいのですけれども、物理的なインフラを、この人

口減少社会、縮小社会の中で、全国津々浦々どこまで整備するのかみたいなことについて

は、結構シビアな問題なので、ちゃんと議論しないといけないのではないかと。津々浦々

への整備をやるならやるで腹をくくらないといけないと思います。例えば、通信ネットワ

ークインフラは、住民のほうを見ていると、住民が少ないから整備は要らないねとなるか

もしれませんけれども、観光産業であるとか、自動運転社会とか、農林水産のデジタル化

とか、あるいは防災とか、もしかしたら安全保障とか、そういうことまで考えると、やっ

ぱり通信インフラは要りますよねということにもなり得ます。自治体や住民自身が整備す

るというよりは、国のインフラとして要りますという話も出てくると思うんです。ですの
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で、そういうことを、今までのやり方を超えて、例えば省庁横断で連携して共有すべきも

のは共有するとか、あるいは人材についてもそうですね。データ環境についてもそうかも

しれませんけれども、今までの役所の壁や官民の壁を超えて、人口減少下の地域社会をデ

ジタル社会に変えていくという、「人口減少デジタル地域社会へのトランスフォーメーシ

ョン」をどうやっていくんだという、そういう骨太な議論をぜひここから感じ取れるよう

にまとめていければと思いました。 

 以上、感想です。ありがとうございます。 

○國領座長  ありがとうございます。前田構成員、越塚構成員、庄司構成員、お三方続

けて同じ論点が出てきたように思うので、この報告書を見ていると、先ほどのワーキング

の話も含めて考えると、非居住地域においては一律に、今までみたいな光ファイバを公設

民営でいくという方向ではなく、ユースケースに応じて最適な手段を選びながら実現して

いく。その手段としては、成層圏通信みたいなものもあれば、ＬＰＷＡみたいなものもあ

れば、従来とは違う方法というのもあるのではないかと言っているような気がしますので、

この辺について御意見がある場合には言っていただくとよろしいのではないかと思います。 

 黄瀬構成員、お願いします。 

○黄瀬構成員  黄瀬です。非居住地域がたくさんある地方として、まさに今、國領先生

が言われたとおりだと思っていますが、ローカル側でも、先ほどのインシデントというか

セキュリティについてもかなり課題が起きています。自治体職員の研修だけではなくて、

例えば教員が北海道の中で人事異動で動いてきたときに、一から勉強しなければならない

とか、ちょうど３月、４月でちょっとトラブルが起きたので、教員も含めて、あるいは病

院の先生方も含めて、どうやってモラルをちゃんと持ってもらうかということも研修とし

ては必要かなと思っていますし、ローカル側、例えばＲＴＫの基地局をうちは運用してい

るのですけれども、そこが海外からのサイバーのコンテスト等で狙われて、通信がダウン

したとかというトラブルも起きているので、意外とローカルでもそういった課題がたくさ

んあるなということがまずありますということ。 

 それと、今日の本題の地域ＤＸをどうするかということを考えると、結論を先に言うと、

自治体単独で考えることは無理ですということが、３０年ほど担当をやっている自分とし

ては実感しています。ではどうするかとすると、やっぱり１１ページに書かれております

ように、最初の、アウトカムというか、我々としてはビジョンと言っていますけど、地域

がどうなりたいかということを、住民も当然ですし、我々行政、それから企業、あるいは
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大学、そういう方々と共感するというところからスタートしています。その共感に基づい

て、ではそのビジョンをどうやって実現しようかというバックキャスティング思考でトラ

イアルを進めてきている。当然、その中に、１３ページにあるように、事業性というのは

必要ですから、企業ベースとか、あるいは利用者目線で、このぐらいの費用を払えば、我々

としては産業として活用するよ、お金を払うよ、投資をするよという話が整理できてくる

ので、まずはそのビジョン、どうなりたいかということを整理して、そのために、ＤＸ、

デジタルをどう使うかというのをはめ込んでいって、最適なものを選択していく。そのと

きに必要な基盤としてはこうだよねということで、その地域のニーズに合った基盤を整備

すべきかなと考えていますし、それも１つの自治体だけではなくて、うまくいく事例を横

に広げていくという考え方かなと考えております。 

 以上でございます。 

○國領座長  ありがとうございます。それでは坂本構成員、お願いします。 

○坂本構成員  簡単に、各委員の皆様が述べられましたので、それと骨子取りまとめ案

においても、内容はいいんですけど、例えば人材という面で、Ｘ人材、Ｄ人材とあったん

ですけど、そういう部分のＸ人材、７ページのところですよね。単に地域情報に精通して

いる必要があるだけ、そのほかのあれがありますけど、能力等が必要とありますけど、一

番は地域事情に精通しているというよりも、やはり課題を解決するためのいろいろな手段、

情報と能力を持っている方が、多分、Ｘ人材には必要ではないかと思います。単に情報技

術を持っていることではなくて、組織を取りまとめる能力とか、課題解決を推進できる能

力とか、逆に言うと経営能力的なものですよね。それが必要ではないかと思います。 

 それと、第２点目ですけど、やはり地域、地方と中央では、全く感覚が違うと思います

ので、まとめるに当たって、やはり地方はどうすればいいのか。先ほど黄瀬委員さんが言

われましたけど、やはり大学とか、いろいろな組織が連携してやっていかないと、課題解

決、ＤＸを推進することはできないと思います。特に、失敗事例から見てではなくて、課

題解決を実現できないために何が問題なのかというところをしっかり調べていただかない

と、単に成功事例・失敗事例を分析しても、なかなかＤＸの実際的な推進はできないと思

います。 

 そのために、例えば四国地域では現在、懇談会（四国研究交流サロン）を立ち上げて、

いろんなフォーラムとか行っていますけど、なかなか人員数というのも十分にいませんし、

技術交流なんかもしていますけど、十分なことはできていませんけど、各地域でそれらを
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推進する仕組み、例えば大学と連携して、それから従来ながらの産業協会とかと連携して、

それを推進する仕組みはやっぱりつくっていかないといけないと思います。 

 ちょっと長くなりましたけど、以上です。 

○國領座長  ありがとうございます。 

 それでは、小林さんですね。よろしくお願いします。 

○小林構成員  小林です。取りまとめの案は、非常に広範な内容をおまとめいただきま

して、ありがとうございます。 

 １１ページの中にあった、実証から実装への壁というところで、まさに越塚先生からの

コメントがあったのですが、この部分をあまりプレッシャーをかけ過ぎてしまうことによ

って、そのプロジェクト、チャレンジが行われないということも課題かなと思いますし、

他方でいろんなケースがあると思っていまして、ここにあるように、プロジェクトの特性

に応じた支援策が必要であるというのが、まさにそのとおりかなと思っています。実装に

向けて複数年間、実証的要素が必要なものについては、さっき説明があったようなランニ

ングコストについても、一定期間、中期的にフォローするというものは必要かもしれませ

んし、それによって初めて実装化できるようなプロジェクトもあるかもしれませんし、他

方で、実証としてはものすごくＫＰＩを含めてきれいに回っているんだけど、本当に地域

住民に使われているのかというとそうでもない、空洞化してしまうようなプロジェクトも

あったりすると思いますので、こういったものをしっかり本当に、まさに特性に応じた政

策が必要であるというのは、本当にそのとおりだなと感じたところでございます。 

 あと、ＤＸ人材のところで、先ほどＤ人材とＸ人材という話がいろいろ出ているかと思

うのですけれども、ここについても、私のイメージとしては、Ｄに強いＤＸ人材、Ｘに強

いＤＸ人材みたいな形で、双方のところを少しずつ、概論が分かっていたり、お互いの立

場・考え方が分かった上で、両方のことを議論できる人材ということが必要ではないかな

と思っていまして、行政であっても民間であっても、ＤとＸで分断されて、それぞれの立

場でしか物を言えないとなると、なかなか物事は進まないだろうと思っておりますので、

そういった意味で、ＤＸという１つの言葉になっているという意味も重要であろうと思っ

ているので、そういった、それぞれの専門性はありつつも、ＤＸ双方にまたがる視野で議

論ができる人材が必要なのではないのかなと感じたところでございます。 

 すみません。コメントになりますが、以上です。 

○國領座長  ありがとうございます。 



 -38- 

 構成員で今日御出席いただいている方は、これで全てお話しいただいたので大丈夫です

よね、事務局。 

○事務局（佐々木課長）  大丈夫です。 

○國領座長  残り数分なのですけれども、事務局から少し、もし御発言があったらお伺

いしたいのと、途中で私が急いで先に進めてしまったので、もしもう一回発言されたいと

いう方がいらしたら、多分１人か、マックスで２人ですけれども、それも受け付けたいと

思いますが、事務局、今までいろいろ御指摘いただいた点で、何かこの時点で明確化して

おきたいことはありますか。 

○事務局（佐々木課長）  ありがとうございます。多岐にわたる御質問、御発言をいた

だきまして、ありがとうございました。 

 庄司先生からは、目玉やアプローチについて、やはりしっかりと新しさを出すのが必要

なのではないかといったところで、大きな御指摘をいただいたと思っています。引き続き、

こちらについては先生方の活発な御議論をお願いしたいといったところですとか、あと、

例えば越塚先生ですとか小林様に御指摘いただいたような事業性云々というところで、し

っかりとした新しい取組。なかなか、失敗と言ったらあれですけれども、うまくチャレン

ジするような取組なども必要だといったところであったり、コミュニティにどう取り組ん

でいくかみたいな話も、少し観点として取り組んでいきたいなと思っておりますといった

ところですかね。 

 あと、ほかですと、地域の視点をちょっと取り組むべきではないかという話もございま

した。デジタル人材、Ｘ人材に関しても、事例として挙げておりますけれども、今後、対

応の方向性として記載しておりますとおり、より求める要件なども精緻化していきたいと

思っておりますので、坂本先生の御指摘も大変よく承知いたしました。 

 前田構成員からコメントもございました、また庄司先生や越塚構成員からも御指摘があ

りました、ネットワークをどう支援していくかといったところに関しては、まさにこれか

ら検討していきたいと思っておりますけれども、地域のいろんな事情があると承知してお

りまして、広島の事例も承知しております。なかなかすぐには対応し切れないところもあ

ろうかと思いますけれども、先ほど國領先生がおっしゃったように、ソリューションベー

スなどの観点も含めて、どういうふうに地域によって既存のネットワークがあるのかとい

ったところを観点に含めながら、今後ちょっと対応できればと思っております。 

 ほか、今のところでは大体カバーできたかと思っています。あとは浦田先生のコメント
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ですか。ガイドブックをまとめていくに当たっても、いかに定着させられるかといったと

ころがあろうかと思いますが、こちらはなかなか、ガイドブックにまとめたところで、す

ぐに見ないと意味がないのではないかであったり、実際、先ほど御指摘をいただいたキー

パーソンの話、島田先生の御指摘もありましたが、実際に使う方々となると、恐らく自治

体の中の限界であったり、よりその地域の産業を支える方々ということになってくるかと

思いますし、大学であったり、そのほかのＮＰＯだったり、ステークホルダーもあると思

いますけれども、そういった人たちにちゃんと意識してもらわないといけないと思ってい

ます。こちらは、一過性でガイドブックを出していくというだけでは本当に足りなくて、

我々も汗をかきながらと言ったらあまりあれではないですけれども、しっかりと周知とい

うところであったり、我々が直接にも話をしていくなど、顔が見えるようなやり方をしな

いと、多分、実際、肌感覚を持って、地域の方々がうまく取り組んでいけないと思ってい

ますので、こちらについては地道に続けていくしかないのかなと思っていますので、御指

摘いただいたような観点、例えばアドバイザーなどでも、使われる方の自治体のほうで、

うまく、便利に使ってしまっているのではないかといった御指摘もありましたけれども、

しっかり、どのような目的でやっていくんだといったところを明確化した上で、やはり顔

の見える支援をすることで、より自分たちのこととして取り組んでいただけるのかなとい

うのが重要かと思っております。 

 少し雑駁になってしまいましたけど、以上でございます。 

○國領座長  ありがとうございます。追加御発言は必要ないですか。大丈夫ですか。ど

なたかいますか。 

 よろしいですか。ありがとうございます。非常に的確な御質問をいろいろいただいて、

御指摘をいただいて、ありがとうございました。 

 なお、この辺の議論から考えましても、やっぱり今までの延長線の継続ではなく、新し

い発想で、新しい考え方に基づいて、地域の実態、国全体の実態に合わせた支援策という

ことをやっていかないと、この国は先に進んでいかないんだなということが、これもレイ

ヤー別という考え方が打ち出されましたけど、どのレイヤーについても同じようなことが

言えるのではないかというのが、今日の全体をまとめると、そんな感じだったように受け

止めております。 

 事務局、これはどういうスケジュール感で最終的な報告にまとめていくんですか。 

○事務局（佐々木課長）  まず、次回は５月の中旬になりますけれども、今後、御議論
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の次第に応じては、５月の末にやったり、また６月に方向性としてまとめればと思ってお

りますけれども、今のところ、３回程度を予定しておりますが、そこは議論の深掘りの仕

方だったり、先生方の今後の御議論に応じて、皆様方の御都合に合わせて対応できればと

思っていますけど、少なからず６月には方向性として打ち出したいと考えております。 

○國領座長  ありがとうございます。ということで、今日の案についても何か追加のコ

メントがあったら、事務局へどうぞと申し上げて大丈夫ですよね。 

○事務局（佐々木課長）  ありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

○國領座長  ということで、今ちょうど大事な骨格を決めるところですので、今日いた

だいたような御意見を特に入れていただければ、今後、議論が深まるのではないかと思い

ますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 ということで、事務局にお返ししたいと思いますが、事務連絡があるんですよね。 

○金子統括補佐  事務局でございます。本日も皆様、ありがとうございました。本日い

ただいた御意見を踏まえまして、事務局で作業を進めていきたいと考えております。 

 取り急ぎ、次回第７回の会合につきましては、５月１７日金曜日の１０時からを予定し

ておりますので、詳細については別途メールで御案内させていただきます。どうぞよろし

くお願いいたします。 

○國領座長  ありがとうございました。 

 それでは、地域懇第６回を閉会させていただきます。皆様、お忙しい中、ありがとうご

ざいました。 

 

── 了 ── 


